
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

令和２年６月２６日答申分 

 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの      ０件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ０件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           ３件 

         国 民 年 金 関 係         ３件 

         厚生年金保険関係         ０件 

    



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900418 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（国）第 2000001 号 

 

第１ 結論 

   昭和 42 年 10 月から昭和 46 年＊月までの請求期間及び昭和 46 年＊月から昭和

51 年３月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期間に訂正する

ことを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 42 年 10 月から昭和 46 年＊月まで 

                  ② 昭和 46 年＊月から昭和 51 年３月まで 

    私の国民年金の加入手続については、27 歳（昭和 46 年＊月に当該年齢に到

達）頃に、保険料を遡って納付することができるという通知が届いたため、将

来のことを考え、Ａ市Ｂ区役所で行い、年金手帳も交付されていた。 

保険料については、20 歳からの７年間分を遡って一括納付したが、保険料額

は、当時、実家の家業の手伝いをして、毎月４万円をもらっており、その金額

にいくらか足せば、何とか納付できると思った記憶があるため、４万円か５万

円ぐらいであったと思う。加入手続以降は、継続して国民年金の被保険者であ

り、ずっと保険料を納付してきた。 

その後、第３号被保険者（制度開始は昭和 61 年４月）の手続を行った頃に、

どこからかは忘れたが、現在所持している年金手帳が送付されてきて、この年

金手帳と 27 歳頃の加入手続時に交付された年金手帳の２冊をＣ社会保険事務

所（当時）に提出してくださいとの通知があったので、同事務所に出向き２冊

とも提出したところ、現在所持している年金手帳のみが返却されたことから、

27 歳頃の加入手続時に交付された年金手帳は、現在所持していない。 

27 歳頃の加入手続時に交付された年金手帳には、請求期間に係る保険料を納

付した証拠があり、未納の期間があったはずはないので、調査の上、記録を訂

正してほしい旨、訂正請求（１回目）を行ったが、訂正をしない旨の決定をし

たとする平成 29 年８月３日付けの通知を受け取った。 

    しかし、記録の訂正をしない旨の決定には納得できない。再度、請求期間を、

昭和 42 年 10 月から昭和 46 年＊月までの期間及び昭和 46 年＊月から昭和 51

年３月までの期間とし、訂正請求（２回目）をするので、調査の上、記録を訂



   

正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者の１回目の訂正請求（訂正請求期間は昭和 42 年 10 月から昭和 51 年３月

まで）において、請求者は、27 歳頃に国民年金の加入手続を行い、その際に、20

歳からの７年間分の保険料を遡って一括納付し、その後は、順次、保険料を納付

してきたとしている。また、請求者は、昭和 53 年７月頃に払い出されたものと

みられる現在の年金記録を管理している手帳記号番号について、この頃に加入手

続をした覚えはない旨陳述している。この請求者の主張に対しては、ⅰ）同手帳

記号番号前後の連番で管理されている他の被保険者の資格取得状況等を確認し

ても、請求者と同時期に払い出されていることが確認できるため、この手帳記号

番号に基づく加入手続は、昭和 53 年７月頃に行われていたものと考えるのが自

然であること、ⅱ）請求者の主張に沿って 27 歳頃に保険料を納付するためには、

上述の昭和 53 年７月頃に払い出された手帳記号番号以外の記号番号が払い出さ

れていなければならないものの、オンライン記録、紙台帳検索システム及び国民

年金手帳記号番号払出簿検索システムによると、上述の昭和 53 年７月頃に払い

出された手帳記号番号以外に請求者に対し別の手帳記号番号が払い出された形

跡は見当たらない上、請求者から提出された昭和 54 年度から昭和 57 年度までの

領収書等においても、記載されている手帳記号番号は上述の昭和 53 年７月頃に

払い出された手帳記号番号のみであること、ⅲ）請求者は、27 歳頃の加入手続時

に交付された年金手帳には、請求期間に係る保険料を納付した証拠があったが、

当該年金手帳は、第３号被保険者の手続を行った頃に、Ｃ社会保険事務所に提出

したと主張するものの、請求者が現在所持する年金手帳、オンライン記録、国民

年金被保険者台帳並びにＡ市及びＤ市の国民年金被保険者名簿のいずれにおい

ても、年金記録の整備等の事務処理が行われた形跡は見当たらないことを踏まえ

ると、請求者が陳述する 27 歳頃の加入手続の際に交付されたと主張する年金手

帳が存在したと推認することはできないこと、ⅳ）請求者は、請求期間当時にお

いて国民年金に未加入であり、請求期間の保険料をその主張するとおりの方法で

納付することはできなかったものと考えられることなどから、既に平成 29 年８

月３日付けで、訂正をしない旨の東海北陸厚生局長の決定が通知されている。 

これに対し、請求者は、請求期間を、昭和 42 年 10 月から昭和 46 年＊月まで

の期間及び昭和 46 年＊月から昭和 51 年３月までの期間とし、２回目の訂正請求

を行っているところ、本訂正請求における請求者の請求内容等に当初の決定を変

更すべき新たな事情は認められない。 

   このほか、請求内容及びこれまで収集した資料等を含め、再度検討したものの、

当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、請求者が請求期間

の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000001 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（国）第 2000002 号 

 

第１ 結論 

   昭和 55 年＊月から昭和 58 年３月までの請求期間については、国民年金保険料

を納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 55 年＊月から昭和 58 年３月まで 

    私は、請求期間当時、Ａ県内で大学に通っており、昭和 58 年３月に卒業し

た。実家のあるＢ村（現在は、Ｃ市）に住む元養父が、私が 20 歳になった時に

国民年金の加入手続を行い、保険料についても、大学生であった 20 歳から離縁

するまでの６年間分を納付してくれていたと、今から５年ぐらい前に聞いてい

る。請求期間について、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、国民年金加入期間において保険料の未納はない。 

しかしながら、請求者は、請求期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付

に直接関与しておらず、これらを行ったとする元養父について、請求者は、療養

中のため連絡はできないとしていることから、請求期間当時の状況について確認

することはできず、請求期間に係る加入手続及び保険料の納付状況の詳細は不明

である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム、紙台帳検索システム及び国

民年金手帳記号番号払出簿によると、請求者の手帳記号番号は、昭和 58 年 10 月

頃にＢ村で払い出されており、請求者に対して別の手帳記号番号が払い出された

形跡は見当たらないことから、請求者の国民年金の加入手続は、この頃に初めて

行われ、その際に、昭和 58 年４月１日まで遡って被保険者資格を取得する事務処

理が行われたものとみられる。このため、請求者は、請求期間において、国民年

金に未加入であり、元養父が、請求期間に係る保険料を、請求期間当時、納付す

ることはできなかったものと考えられる。 

さらに、請求者は、請求期間当時、学生であった旨陳述しており、請求期間に

おいて、国民年金の任意加入対象者に該当していたと思われるところ、任意加入



   

対象期間については、制度上、遡って被保険者資格を取得することはできないこ

とから、上述の加入手続時期（昭和 58 年 10 月頃）において、大学を卒業した直

後の昭和 58 年４月１日に被保険者資格を取得する事務処理に不自然な点はなく、

元養父は、請求期間の被保険者資格を遡って取得し、保険料を納付することもで

きなかったものと考えられる。 

加えて、上述の加入手続が行われたＣ市、請求者が、請求期間当時に居住して

いたとするＤ市及びＥ市並びに請求期間後に居住していたとするＦ市及びＧ市

は、いずれも、請求者の国民年金の記録はない旨回答をしているほか、請求者に

係る国民年金被保険者台帳及び請求期間後に居住していたＨ市の国民年金被保

険者名簿においても、オンライン記録と同様、請求期間の保険料が納付されてい

た形跡は見当たらないことから、元養父が請求期間の保険料を納付した事情を見

いだすことはできない。 

このほか、元養父が請求期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）はなく、請求期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

 

 

 

 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900388 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（国）第 2000003 号 

 

第１ 結論 

   請求期間のうち、昭和 41 年２月から昭和 50 年３月までの期間については、国民年

金保険料を納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

   また、請求期間のうち、昭和 50 年４月から同年 12月までの期間については、既に

国民年金保険料が納付済みとして記録されていることから、訂正することはできない。 

   

第２ 請求の要旨等 

 １ 請求者の氏名等 

   氏 名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

   住 所 ：  

 

 ２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 41 年２月から昭和 50年 12 月まで 

   私は、昭和 50 年 12 月頃にＡ市役所で加入手続を行い、この時、過去の保険料を

納付できる特例があると聞き、その場で約３万 6,500 円を納付した。領収書に押さ

れていた印鑑の名前も覚えており、保険料を納付できるだけの資力があったことが

分かる預金通帳の写しも提出して、訂正請求をこれまでに３回行ったが、訂正をし

ない旨の決定をしたとする通知を受け取った。 

   しかし、私が、保険料として約３万 6,500 円を納付したことは間違いなく、約３

万 6,500 円に見合う月数分の保険料を加入手続時に納付したとして、再度、訂正請

求（４回目）をするので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者の訂正請求について、請求者の国民年金加入手続は、昭和 50 年 12 月頃に行

われ、被保険者資格を遡って取得（昭和 41 年２月）する事務処理が行われており、こ

の加入手続時期に一部期間の保険料が現年度保険料として納付（9,900 円）されてい

るものの、請求者は、加入手続時期に保険料として納付した金額は、約３万 6,500 円

であったなどと主張している。この請求者の主張に対しては、ⅰ）特例納付保険料及

び過年度保険料として納付する方法を併用した遡及納付可能期間の保険料合計額、又

は現年度保険料を含めた全ての納付可能期間の保険料合計額について、請求者が、預

金通帳の記載金額の内訳として保険料に充てたと陳述する金額と、大きく相違してい

ること、ⅱ）請求者は、当該金額について、どの月の保険料を納付したものであった

のかは分からないとしており、納付対象期間についての詳細は不明であること、ⅲ）

Ａ市は、特例納付保険料及び過年度保険料の収納の取扱いを行っていなかったとして



   

いること、ⅳ）同市は、当時の年金担当者に請求者が記憶する名前の職員は在籍して

いなかったとし、同市の指定金融機関は、該当する職員が在籍していたか不明である

としていること、ⅴ）被保険者台帳及びＡ市の被保険者名簿においても、請求者が主

張するとおりに保険料が収納された形跡は見当たらないことなどから、既に平成 27

年７月 14日付け、平成 28 年 10 月５日付け及び平成 30 年７月９日付けで、訂正をし

ない旨の東海北陸厚生局長の決定が通知されている。 

   これに対し、今回、請求者は、これまでの訂正請求と同じ請求内容にて、４回目の

訂正請求を行っている。 

   しかしながら、本訂正請求における請求者の請求内容等に当初の決定を変更すべき

新たな事情は認められず、そのほか、請求内容及びこれまで収集した資料等を含め、

再度検討したものの、当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

   また、請求期間のうち、昭和 50 年４月から同年 12月までの期間については、既に

国民年金保険料が納付済みとして記録されていることから、訂正することはできない。 


